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「配属ガチャ」という言葉がさ
さやかれている。配属先を自分で
選びたい新入社員が増えており、
この傾向は入社後の人事異動でも
変わらない。
当研究所の調査によると、職種

や事業部門の変更を伴う会社指示
による異動に対して「希望条件に
合わなければ拒否する」「拒否で
きないのであれば退職や転職を検
討する」人が約２割、条件なしで
「会社指示なので従う」人は４割
強に過ぎない。
転居を伴う場合は、拒否意向を

持つ人が３割に増え、無条件に従
う人は４割を下回る。実際に会社
主導の人事異動を経験した者のう
ち、 ％は「納得できずネガテ
ィブに捉えている」。社員側から
見た「人事ガチャ」のハズレ確率
は４分の１に達する。
こうした中、社員の意識の変化

と企業側のキャリア自律促進の意
向が相まって「手挙げ」による異
動が注目されている。
手挙げ異動の代表は、「社内公

募制度」だ。同制度の導入率は
％と半数を超えるが、「活用

されている」という企業は ％
にとどまる。社内公募の応募条件
に「上司の許可や推薦を得る必要
がある」と回答した企業は ％
にのぼる。制度本来の趣旨を考え
ると、これでは社内公募制度とは
言えない。
社内公募制度とは何か。
現在の部署から転出したいかど
うかを、本人が選択するところが
「手挙げ」たるゆえんだ。社内公
募制度は、空いているポストに応
募できる社内の「オープンポジシ

ョン」に本人が応募し、募集元が
合格と判断すれば異動できる。
「社内転職」のようなものだ。転
職する際に上司の許可を得る必要
がないのと同様、オープンポジシ
ョンへの応募も募集元や人事部へ
の直送が基本だ。上司経由では本
人の自由な意思を阻害するおそれ
があるためだ。
中には新規事業などのポジショ
ンなどに限定して社内公募を実施
する企業もあるが、これには課題
がある。
新規事業は、そもそも自社には
ほとんどいない人材を探そうとし
ており、応募要件も高度になりが
ちだ。結局、外部採用になったり
する。ミドルパフォーマーにとっ
てはハードルが高い。社員の多く
が社内公募を活用できるようにす
るには、既存事業の営業職など一
般的な社内公募を増やす必要があ
る。そうすることで「目配りされ
ないミドルパフォーマー」に幅出
しの機会を与えることができる。
人事部が一般的なポジションの
社内公募を大規模に実施するのを
ためらう理由は２つある。ひとつ
は会社主導の戦略配置の余地が狭
まるからだ。もう一つは、不人気
部署や職種から人気部署・職種へ
の一方通行になり、転出元の欠員
補充が難しいからだ。
人事部の懸念もわからなくはな
いが、社員の大多数を占めるミド
ルパフォーマーのキャリア形成に
は選択肢を増やすことが重要だ。
社内に選択肢がなく転職となれ
ば結局、欠員補充が必要になる。
戦略配置が難しい点は、「フリー
エージェント（ＦＡ）」制度の活
用で補完できる部分も多そうだ。
「手挙げ」に対する企業側のスタ
ンスが問われている。




